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 設計基準対象施設の通信連絡設備及びモニタリング・ポストの伝送系は，免震重要棟に集

中配置されているが，信頼性向上を目的として分散配置し，免震重要棟を経由せずとも，以

下のとおり設置許可基準を満足できる設計とする。 
 
通信連絡設備（発電所内）：多様性を確保した通信連絡設備を設ける。 
通信連絡設備（発電所外）：多様性を確保した専用通信回線を設ける。 
通信連絡設備（発電所内及び発電所外）：非常用所内電源系又は無停電電源に接続する。 
モニタリング・ポストの伝送系：多様性を確保した伝送系を設ける。 

 
１．通信連絡設備（発電所内） 

  発電所内の通信連絡設備については表１のとおりの構成とし，免震重要棟を経由せず

とも，２以上の多様性を確保した通信連絡設備を設置する設計とする。 

   

表１．通信連絡設備（発電所内）の多様性 

 送受話器 

（警報装置 

を含む） 

電力保安

通信用電

話設備 

衛星電話

設備 

無線連絡

設備 

携帯型音声

呼出電話設

備 

免震重要棟を

経由しない通

信連絡設備数 
 図１-1 緑線 黒線 赤線 青線 橙線 

緊急時対策所-中央制御室 〇 ● 〇 〇 － ３ 

緊急時対策所-現場（屋外） 〇 ● 〇 〇 － ３ 

緊急時対策所間 

（対策本部-待機場所） 
〇 〇 － － 〇 ３ 

中央制御室-現場（屋内） 〇 〇 － － 〇 ３ 

中央制御室-現場（屋外） 〇 〇 〇 〇 － ４ 

凡例 ●：免震重要棟を経由する通信連絡設備 

   〇：免震重要棟を経由しない通信連絡設備 

※1． 緊急時対策所：5号炉原子炉建屋内緊急時対策所  

中央制御室 ：6号及び7号炉中央制御室  

現場（屋内）：コントロール建屋，原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋  

 

また，緊急時の通信連絡手段を向上させる観点から，6号及び 7号炉に設置する電力保

安通信用電話設備（交換機）と緊急時対策所に設置する固定電話機を接続し，緊急時対策

所-中央制御室及び緊急時対策所-現場（屋外）との通信連絡手段を追加する。（図１-２） 

  なお，免震重要棟に設置する電力保安通信用電話設備（交換機）は，通信連絡手段の信

頼性向上を図る設備として活用する。
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破線部：５号炉に設置する電力保安通信用電話設備（交換機）は，中継配線器，免震重要棟に設置する電力保安通信用電話設備（交換機）を経由し，６

号及び７号炉に設置する電力保安通信用電話設備（交換機）に伝送する。 

図１-１．通信連絡設備（発電所内）の概要   
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図１-２．6号及び 7号炉に設置する電力保安通信用電話設備（交換機）と固定電話機との接続について    
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２．通信連絡設備（発電所外）（必要な情報を把握できる設備及びデータ伝送設備含む） 

  発電所外との通信連絡設備のうち，有線系回線機器の一部を免震重要棟から分散配置

し，免震重要棟を経由せずとも専用通信回線を確保できる設計とする。（表２参照） 

 

表２．分散配置を実施する有線系回線 

有線系回線 電力保安通信用回線 

（１回線） 

緊急時対策支援システム伝送装置（SPDS 表示装置（本社）） 

テレビ会議システム（社内向） 

通信事業者回線 専用電話設備（自治体他向） 

通信事業者回線 

（統合原子力防災

ネットワーク） 

IP-電話機，IP-FAX 

（統合原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設備） 

テレビ会議システム 

（統合原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設備） 

緊急時対策支援システム伝送装置（第一データセンター） 

 

  発電所外との通信連絡設備の全体構成を表３に示す。表３のとおり，有線系回線機器の

一部を免震重要棟から分散配置することにより，免震重要棟を経由せずとも，２以上の多

様性を有した専用通信回線を確保することができる。 

なお，免震重要棟を経由する以下の回線については，通信連絡手段の信頼性向上を図る

設備として活用する。 

 

・有線系回線である電力保安通信用回線のうち固定電話，PHS 端末，FAX（電力保安通

信用電話設備）に用いる２回線 

・有線系回線である電力保安通信用回線のうち緊急時対策支援システム伝送装置（SPDS

表示装置（本社））に用いる１回線 

・有線系回線である電力保安通信用回線のうちテレビ会議システム（社内向）に用いる

１回線 

・有線系回線である電力保安通信用回線のうち緊急時対策支援システム伝送装置（本社

経由第二データセンター）に用いる２回線 

・無線系回線である電力保安通信用回線２回線 
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表３．通信連絡設備（発電所外）の専用通信回線数について 

項目 
通信 

連絡先 

通信連絡設備 

（専用のものに限る） 

有線系回線 無線系回線 衛星系回線 上段：現状の多様性を確保した専

用通信回線数 

下段：免震重要棟を経由しない多

様性を確保した専用通信回線数 

電力保安通信用 

回線 
通信事業者回線 

通信事業者回線 

(総合原子力防災

ネットワーク) 

電力保安通信用 

回線 
通信事業者回線 

通信事業者回線 

(総合原子力防災

ネットワーク) 

通話 

社内 
固定電話,PHS 端末,FAX 

(電力保安通信用電話設備) 
参図１ ●（２） － － ●（２） － － 

３回線 

（有線系，無線系，衛星系） 

 

２回線 

（有線系，    衛星系） 

社内＋ 

社外 

専用電話設備（自治体他向） 図２-１ － 

●（１） 

↓ 

〇（１） 

－ － － － 

衛星社内電話機 図２-５ － － － － 〇（１） － 

IP-電話機,IP-FAX 

(総合原子力防災ネットワー

クを用いた通信連絡設備) 

図２-２ － － 

●（１） 

↓ 

〇（１） 

－ － 〇（１） 

データ

伝送 

社内 

緊急時対策支援システム伝送

装置（SPDS 表示装置(本社)） 
図２-３ 

●（２） 

↓ 

〇（１）＋●（１） 

－ － 
●（２） 

 
〇（１） － 

３回線 

（有線系，無線系，衛星系） 

 

２回線 

（有線系，    衛星系） 

テレビ会議システム（社内向） 図２-５ 

●（２） 

↓ 

〇（１）＋●（１） 

－ － ●（２） 〇（１） － 
３回線 

（有線系，無線系，衛星系） 

 

２回線 

（有線系，    衛星系） 

社内＋ 

社外 

テレビ会議システム 

(総合原子力防災ネットワー

クを用いた通信連絡設備) 

図２-２ － － 

●（１） 

↓ 

〇（１） 

－ － 〇（１） 

社外 

緊急時対策支援システム伝送

装置（第一データセンター） 
図２-４ － － 

●（１） 

↓ 

〇（１） 

－ － 〇（１） 
３回線 

（有線系，無線系，衛星系） 

 

２回線 

（有線系，    衛星系） 

緊急時対策支援システム伝送

装置（本社経由第二データセ

ンター）※１ 

参図２ ●（２） － － ●（２） － － 

凡例 ●：免震重要棟を経由する通信連絡設備，〇：免震重要棟を経由しない通信連絡設備，（ ）内の数字：回線数 

※１． 衛星系回線で伝送できる緊急時対策支援システム伝送装置（第一データセンター）に対して多様性を確保することとする。 
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【変更前】 

 

 

 

【変更後】 

 

 

図２-１．専用電話設備（自治体他向） 
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【変更前】 

 

 

 

【変更後】 

 

図２-２．IP-電話機，IP-FAX，テレビ会議システム 

（総合原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設備） 
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【変更前】 

 

【変更後】 

 

 

図２-３．緊急時対策支援システム伝送装置（SPDS 表示装置（本社）） 
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【変更前】 

 

 

【変更後】 

 

 

図２-４．緊急時対策支援システム伝送装置（第一データセンター） 
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【変更前】 

 
 

【変更後】 

 
 

図２-５．テレビ会議システム（社内向） 

（衛星社内電話機含む） 
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３．電源設計 

  ５号炉原子炉建屋に設置する通信連絡設備は，図３，表４のとおり５号炉原子炉建屋

内緊急時対策所用の電源として，６号及び７号炉非常用所内電源及び代替交流電源設備

もしくは無停電電源装置（蓄電池等を含む）から給電可能な設計とする。 

 

 

図３．５号炉原子炉建屋に設置する通信連絡設備の単線結線図 

 

表４．５号炉原子炉建屋内緊急時対策所 必要な負荷 

負荷名称 負荷容量(kVA) 

換気空調設備 約 13kVA 

照明設備 

(コンセント負荷含む) 
約 19kVA 

必要な情報を把握できる設備，通信連絡設備※1  約 17kVA 

放射線管理設備 約 11kVA 

合計 約 60kVA 

（代替交流電源設備の電源容量） （200kVA） 

※1．電力保安通信用電話設備及び送受話器は既設設備を流用。 

 

動力変圧器

Ｄ/Ｇ
(7A)

5号炉
原子炉建屋内
緊急時対策所

Ｇ Ｇ

5号炉原子炉建屋内緊急時
対策所用可搬型電源設備
（代替交流電源設備）

負荷変圧器

Ａ Ｂ

〇照明設備
（コンセント負荷含む）

〇通信連絡設備
〇放射線管理設備

：6/7号炉設計基準対象施設

480V
MCC 7C-1-6

蓄電池
2,400Ah

交流分電盤① 交流分電盤②

屋外

蓄電池
1,000Ah

480V
MCC 5C-1-8

動力変圧器

480V
MCC 6D-1-7

動力変圧器

Ｄ/Ｇ
(6B)

動力変圧器

Ｄ/Ｇ
(6C)

充電器

ＧＧ

可搬ケーブル

5号炉原子炉建屋内緊急時
対策所用可搬型電源設備

（予備）

（略語）

R/B：原子炉建屋

C/B：コントロール建屋

MCC：モータ・コントロール・センタ

【凡例】

：非常用ディーゼル発電機

：遮断器

：配線用遮断器

：電源車
(常設代替交流電源設備)

D/G

Ｇ

交流分電盤③

〇照明設備

テレビ会議システム
（社内向）

局線加入電話設備

電力保安通信用
電話設備（FAX）

衛星電話設備
（社内向）

統合原子力防災
ネットワークを用いた

通信連絡設備
（テレビ会議システム
IP-電話機，IP-FAX）

衛星電話設備

無線連絡設備

緊急時対策支援
システム伝送装置

SPDS表示装置

送受話器
（ハンドセット）

（スピーカ）

：6/7号炉設計基準対象施設
及び重大事故等対処設備
として使用する設備

電力保安通信用
電話設備

（固定電話機）

：非常用所内電源設備又は
無停電電源装置(充電器等を含む)

非常用高圧母線7C

共通用高圧母線6SA-1 共通用高圧母線6SB-2

非常用低圧母線7C-1

非常用高圧母線5C

共通用高圧母線5SA-2 共通用高圧母線5SB-1

非常用低圧母線5C-1

非常用高圧母線6D

非常用低圧母線6D-1

共通用高圧母線6SA-2

非常用高圧母線6E

非常用低圧母線6E-1

充電器

非常用高圧母線6C

Ｄ/Ｇ
(6A)

動力変圧器

480V
MCC 6C-1-6

非常用低圧母線6C-1

蓄電池
1,000Ah

充電器

電力保安通信用
電話設備

（固定電話機）

電力保安通信用
電話設備

（固定電話機）

480V
MCC 6E-1-3

480V
MCC 7C-1-5

蓄電池
1,000Ah

充電器

電力保安通信用
電話設備

（交換機）

電力保安通信用
電話設備
（交換機）

電力保安通信用
電話設備

（交換機）

送受話器
（制御装置）
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４．モニタリング・ポストのデータ伝送系 

 モニタリング・ポストのデータ伝送系は，モニタリング・ポスト局舎（モニタリング・ポ

スト 1～9全て）から 5号炉原子炉建屋内緊急時対策所及び 6号及び 7号炉中央制御室に対

し，免震重要棟を経由せずとも有線回線，衛星回線及び無線回線により建屋間で多様性を確

保した伝送系を設置する設計とする。（図４参照）また，気象観測設備のデータ伝送系につ

いても，モニタリング・ポストのデータ伝送系と同様に，免震重要棟を経由せずとも多様性

を確保した伝送系を設置する設計とする。 
 なお，免震重要棟を経由するモニタリング・ポストのデータ伝送系は，信頼性向上を図る

設備として活用する。 
【変更前】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更後】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．モニタリング・ポストの伝送概略図 



13 
 

【参考】信頼性向上を図る設備について 

信頼性向上を図る設備である免震重要棟に設置される通信連絡設備及びモニタリン

グ・ポストの伝送系は，５号炉，６号炉及び７号炉に設置する通信連絡設備及びモニ

タリング・ポストの伝送系と位置的分散を図る設計とする。また，５号炉，６号炉及

び７号炉に設置する通信連絡設備及びモニタリング・ポストの伝送系と免震重要棟に

設置される通信連絡設備及びモニタリング・ポストの伝送系は，光ファイバケーブル

にて接続されており，５号炉，６号炉及び７号炉に設置する通信連絡設備に対して悪

影響を及ぼさない設計となっている。 

 

なお，柏崎刈羽原子力発電所の免震重要棟は，以下のとおり耐震重要度分類のクラス

Ｃ相当の耐震性能を有している。 
〇 財団法人日本建築センターにおける構造方法の性能評価に基づき，建築基準法に

定める国土交通大臣認定を受けている。 
〇 地盤の支持性能は，レベル２相当地震時に生じる地震時荷重に対して，地盤支持

における許容限界を超えないことを確認している。 
〇 地盤の液状化については，支持地盤が更新統であり，敷地地点では中越沖地震時

に液状化した痕跡が見られなかったことから，液状化しないものと判断している。 
 

以上 
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（参図１）固定電話，PHS 端末，FAX（電力保安通信用電話設備） 

 

 

 

（参図２）緊急時支援システム伝送装置（本社経由第二データセンター） 

 

 


